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経済論叢(京 都大学)第165巻 第5・6号 ,2000年5・6月

台湾における中小企業政策の展開方向

1課 題

高 杏 華

台湾が工業製品を輸出し,NIESの...一 員 として国際競争にたえうる競争力を.

持つこ.とができたのには中小企業の貢献が大きかった。台湾の中小企業は,す

でに1960年 代の経済発展期から国際市場で脚光を浴びはじめ,今 日まで台湾経

済の主要な担い手 として評価 されてきた。ところが,長 年にわたって政府が

行った経済政策は,主 に官営企業そして民間の大企業を対象とするものであっ

た。中小企業政策の必要性が論 じられはじめたのはようやく1980年代以降であ

り,政 府が産業構造ρ高度化を余儀な くされ,資 本 ・技術集約的産業の育成 に.

本格的に取.り組んでからのことであった。

中小企業政策がスター トす.ることになつな背景には,大 企業 とりわけ官営企

業は国内市場を,中 小企業は輸出市場を中心 とする,と いうこれまでの生産体

制が産業構造の高度化に向けて限界を持ちはじめたことが挙げられる。さらに,

労働集約的経営をIII心としてきた中小企業が,低 賃金労働を求めて海外ヘシフ

トしはじめ,産 業の衰退や空洞化 といった懸念が指摘されは じめたことがある。

大企業が研究開発に努め中小企業が加工能力を活かし産業の高度化を推進 して

い くという今日の課題のもとで,し だいに民間中小企業の役割が重要視されは

じめ,中 小企業に対する政策が展開され出したのである。

本稿では,台 湾の中小企業政策の検討を通 じて,「発展途.ヒ国 ・新興工業国

型」 とされる中小企業向け政策のあり方の一つを示 したい1}。同時に,次 の諸

ユ〕 中小企業 のとらえか た,そ の定義は.各国経 済の歴史的事情 によって異 なるが,大 別 して,①/
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点 について も明 らかに したい と思 う。第1に,中 小 企業の役割 と活力 が早 くか

ら注]さ れて きた台湾で は,い ったい 中小企 業は どのよ うに位置付 け られ てき

たのか。第2に,現 実 に中小企業 はどの ような問題 に直面 してい るのか。第3

に,官 業独 占的 な経済体制下 にあ って ,台 湾 の中小企業政策 は今後 どの ような

展 開方 向をたどるべ きなのか とい うこ とで ある。

以下で は.第1に,中 小企業 の概念 の検討 を通 じて ,台 湾 の中小企業 の位置

について検 討す.る。 第2に ,日 本の中小企 業 と比べ て.台 湾 のそれの経済的地

位 の特徴 を明 らか にす る。第3に,中 小企業 に最 も問題 とされてい る金融およ

び労働 問題 の検討 によって,大 企業 に比 しての中小企業の地位 について明 らか

にす る。第4に,.中 小 企業庁 の成立 および中小企業発展条例の内容 を検討 し
,

現在 の 中小企業政策 の特徴 と問題点 をみ る。

H中 小企業の位置付け

一

1中 小企業の概念

一般的 にいえば
,中 小企業 は大企業 また は規模 が大 きい企業 と対立す る概念

であ る。 しか し,台 湾 の場合 は,.次 に述べ る諸特徴 によ って,中 小企業が対暈

するのは大企業 よ りも,む しろ 「非中小」企業 の方が相応 しい と指摘 されてい

る3}。

まず,中 小企業 に対 置す る 「大企業」 の籍疇概 念が確 定セ きない点であ る
。

台湾 にお ける大企 業対 中小企業 の関係 は,官 営企 業対民 間企業 とい う構図か ら

出.発している。1950年 代 の復 興期 においては,大 企業 といえば官営企業であ り,

民 間には中小 ・零細企 業 しかなか った。 た とえば ,1954年 の 時点では民間企業

は企業数 の99.9%を 占 めなが ら資本金総額の40 .4%を 占 め るにす ぎなかった3)。

＼英米型,② 西欧 大陸諸国型,③ 発展途 ヒ国型,④ 日本型.と い った類型化 が可 能であ る。瀧

澤菊 螂 「中小企業 問題 と政 策の国際 比較」 御 薦誠.一個編r経 済 政策 と中・1・企業」同友館 ,
1977年)第9章.

2〕 劉遊歴 「台湾の中小企業問題 と国 際分業 」『アジア経 済』 第30巻 第12号
,1989年12月 。

3)劉 進慶 「産業 官民 共棲 の構図」(隅 谷二喜男他 『台 湾の経 済」 東前大学出版会
,1992年)

1DOペ ージ∪



台湾における中小企業政策の展開方向(433)93.

・方
,1970年 代 か ら,民 間で は小型財 閥 と もいわれ る 「集 団.企業」 もし くは

「関係企業」が誕生 しは じめた。 この ほか に,外 国資本 の進 出によって規模 が

大 きい外資系企業 も現れた。 これ らは まが ゆkり に も大企業 と呼べ ,中 小企 業

と区別す ることがで きる。 しか し,基 幹産業や 金融部門 などが巨大な官営企業

によ?て 独 占されてい るもとで,実 際 にはその成長 には大 きな限界が ある。す

なわ ち,台 湾 において,中 小企業 と対置す るのは ,「 非 中小」企業 の官営企業

お よび民間の大企業 とい う力.が適当であ る.

さ らに,台 湾 の中小企業 には民間ρ大企業 の傘下 に系列化されている ものは

少 ない。 また,大 企業が国内市場 を中心 に進出す るの に対 して ,そ れ らは輸 出

市場 を中心 に進出 し外 国資本 とリンク.してお.り,経 済発展 の主役 を果 た してい

る。 したが って,台 湾 にお ける中小企業は ,単 に規模Lの 違 いだけで はな く.,

産 業組織や国際分業,経 済成長における役割 な どの点で も大企業 とは異な った

存在 として とらえ る必要がある。

で は,法 制度上において中小企業 はどのように規定 されて きたのか
。1967年

の 「中小 企業輔導準則」 の当初 の定義は塗の ようにな っていた
。つ ま り,.製 造

業では資 本金NT(台 湾 元,以 下同 じ)500万 元 以下かつ常時使用 の従業員100

人以 ド,あ るいは商業 ・運輸業 ・サー ビス業では年間売上高NT500万 元 以下

かつ常時使.用の従業員50人 以下 の企業 を指 していた。その後
,数 回にわた る修

正が行われ,た結 果,1995年 現 在 ,「 中小企 業発展条例」 による定義 は次 の よう

にな っている。す なわ ち,製 造業 ・建設業 ・鉱業 ・⊥石業で は,資 本金がNT

6,000万 元以 下,あ るいは常時使用の従業員が200人 以 下の会社を中小企業 とし
,

また,以 上の業種 において常時使用の従業員が20人 以下の会社 を小規模企業 と

.してい る。 また,農 林漁牧業 ・水道 ガス ・運輸業 ・商業 ・通信金融 ・サー ビス

業 な どでは,年 間売.ヒ高がNT8,00⑪ 万 元以下 ,あ るいは常時使用 の従業 員50

人 以下の ものを中小企業 とし,さ らに,以 上 の業種 において常時使用 の従業員

5人 以 ドの.会社 を.小規模企業 としている。

「中小企 業発展条例」 によるこの定義は,同 法が初 めて制定 された1991年 当
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時のそれ と比べ て,中 小企業の範 囲は拡大 され てお り,さ らに農林漁牧 業 ・水

道ガス ・運輸業 ・商業な ど,そ して小規模企業 も含む ようにな っている。 しか

も,定 義 の内容 については,総 資産額 の認定が困難であ るため資本金 を基準 と

してお り,ま た従業員200人 とい う基準 を追加 している。 台湾 の中小 企業の定

義 は,あ くまで も量 的に規模 の範囲 を規定す ることに止 ま ってお り,ア メ リカ

や 日本のそれ と比べ ると,質 的に中小企 業 を規定す る考 えが見 られ ない。た と

えば,ア メリカでは,大 企業 の子会社は中小企業 とはみ なされ ない。また,製

造業の場合には業種 ご との特性 を踏まえて500人 ・750人 ・1000人 ・1.500人な ど

の基準で 中小企業 の範 囲を定.めてい る』,。り 方,円 本 では アメ リカのよ うな規

定 の仕 方はないが,中 小企 業の範 囲は各々の施策の内容に応 じて区分が行わ れ

柔軟性 を持 ってい る5:1、

しか し,台 湾 にお ける中小企業 の範囲 には,実 際には,別 の基準 も置かれ て

いる。す なわち,1960年 代 の経済政策 としての 「奨励投 資条例」,そ して1990

年代 の 「促 進産業昇級条例」の指導 ・奨励の対象 となる株式会社 を基準 として

い る%あ るいは,政 府 による企業協力 の促進 に関す る活動 に登録 してい る企

業であ る。た とえば,大 企業 と中小 企業の系列 関係作 りを目的 として発 足 した

「中心衛星.r:場 制 度」 に応 じて登録 されている企業 もその一一つの基準 であ る。

このよ うに,台 湾の中小企 業は,経 済政策 にあわせて決め られてい る。 しか し,

政 府 の指導の対象は相対的に規模 の大 きい中小企業 に限 られ,実 際には多 くの

中小企業 は政策の対象か ら除外 され てい る。

2中 小企業政策の理念

いわゆる 「官民二重構造」のもとでは,台 湾の企業は必然的に成長に限界が

4)中 小企業庁編 「平成10年 版 中小企業白書』大蔵省 印潤 局,1998年,274ペ ー ジ。

5)中 谷道達 「日本の中小企業』 同友館,1995年,第1章 。

6)た だ し,奨 励の対象 となった股傍有 限公司(株 式会社)は 実際にはわず かで ある。1995年 時点

で,中 小 企業の うち殿粉 有限公司 は1D,0%に す ぎず,個 人企 業が59 .6%,有 限 会社 が28.5踏 と

なってい る。中小企業処編印 「中華民国中小企業 白皮書」1996年,71ペ ージ.
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あ り,ま.た企業が大型化するにつれてその経営の弱点が露呈する。 したがって,

国際競争力を持つ大企業はまれである。他方でぽ,中 小企業に対する政策は,

いわゆる中小企業問題が認識されるのが遅かったため不十分なものとなってい.

る。中小企業は台湾経済に大 きな役割を果た してきたものの,政 府にとっては

単なる過小過多で過当競争をくりかえす存在であ り,産 業発展の障害だと認識

されてきた。 これまでの中小企業に関する諸政策か ら見て,中 小企業問題の解

決はあくまでも整理淘汰や規模Q大 型化の追求 とい う理念で貫かれていたη。

台湾で,初 めて民間企業問題が意識され,そ れに対する指導 ・援助の必要性の

認識ゲ深まったのは,ユ960年 代の初めにアメリカによる経済政策に関する建言

において民間企業の育成策が求められ,自 由主義経済が浸透 してからのことで

あった。その後,輸 出振興を目的として 「中小企業輔導準則」が制定され,中

.小企業の定義が初めて定められたのは1967年 であった。さらに,中 小企業問題

に本格的に取 り組みはじめたのは,1980年 代以降,中 小企業の国際競争力が失

われ,経 済の自由化 と改革が問われてからのことであった。

一方,経 済自由化の流れに対応 して,1991年 には 「公平交易法」(公 正取引

法)が 公布された。同法の日的は取引秩序 と消費者利益を保護 し,公 正な競争

を確保して経済の安定と.繁栄を促進するととである(第1条)。 それによって,

独占行為の濫用を禁止 しているが,必 ずしも独占 ・寡占を禁止 しているわけで

はない。企業の大型化が競争力の強化に資するとされ,企 業の結合は申請しだ

いで認めちれている%第14条 では7形 態の合理化.・不況 カルテルを認めてい

る。さらに,第46条 によって,公 営事業,公 益事業および交通運輸事業などの

分野は公平.交易法の適用から除外されている。

このように,民 間企業の大型化が進められる一・方で,従 来企業の大型化を阻

7).た とえば,「 中小企業輔 導準則」(31条),1977年 の 「改善投資環境 実施要点」(第6部 分 第4

条)1984年 の1.中 心衛星工 場制度」.「奨励投 資条例ゴ(路 条),お よび現在の.「促進産業昇 級条

例」(13条 〕,ユ991年 の 「中ノi・企業基 本法」(第7条),の いずれ において も中小 企業の合併 ・整理

の促進が 目的 とされている。

8)行 政院新聞局編r中 華民国年 鑑」 正中書局,1996年,769ペ ージ。
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害す るとされて きた官営独 占体制が容易に崩.れないこ とも明らかで ある。同法

において も,台 湾 の中小企業政策の 目標 はアメ リカや 日本 のそれ と比べて必 ず

しも鮮明で はない。 ア.メリカでは自由競争 を強調 し,中 小企業政策の 自標は中

小企業の競争力の向上に置かれてきた。 また,戦 後 日.本で は,中 小企業 政策 は

反独 占政策の.・環 とされ,大 企.業との格差の解消 を目的 として きたので ある。

m中 小企業の経済的地位

1生 産活動における位置

ここで,台 湾の 中.小企.業の経済 的地位 をみ るため ,日 本のそれ と比べ てみ よ

う。 ここでい う中小 余業 とは,台 湾 は 「中小企業 発展 条例」,R本 は 「中小企

業基本法」で の定 義によってい るヨ〕。 まず,非 一次 産業の事業所総数 において

は, .台湾 では,1996年 末 にお ける中小企業 の数 は全体企業総数の98%に あ たる

100万3,000社 で あ る。 日本では,そ の事業所数 は643万 社 で,全 事業所数650万

社 の98.9略 を 占め てい る(1996年 現 在)。 第1表 が示す よ うに,日 本で も台湾

で も,各 産業分野において中小企業が 占め る比率が極 めて高い。 また,中 小企

業数 が多い のは,台 湾で は商業 の59万 社 と製造業 の15万 社で,日 本で は商業

(卸菊 ・小売業 ・飲食店)の280万 社 とサー ビス業 の164万 社 である.台 湾で.は,

金 融 ・保険 ・不動産,お よび電気 ・ガス ・水道 の分野 において .大.企 業 とりわ

け官営企業が多いため,中 小企業が 占める比率 は相対的 に小 さい。

次 に,非 一次産業の雇用者数 につい てみ ると,台 湾(1995年)で は,中 小企

業 は627万 人 で,全 体809万 人 の77.5%を 占 めて いる。 日本(1996年)で は,.

4,449万 人 で,全 体5,734万 人 の77 .6%を 占 めている。 日本 も台湾 も,製 造業 と

商業 における中小企業の雇用者数 が最 も多 い。第2表 の ように.台 湾で は,大

1
9)日 本の場合 は次の ようで ある。つ ま り.資 本金1億 円未満 若 しくは従業員300人 未満の法人企

業又は従 業員six}人夫溝の個人企業 を指 す。 ただ し,卸 売業の場合には,資 本金3、000万円未満又
は従業員1〔K》人未満.小 売業又 はサー ビス業の場合 には,資 本金1,QOD万 円 未満又は従業員50人 未

満 を基準 とした。 また.「 小規 模企業」.とは,従 業員20人 未 満の企業 を指す。 ただ し,商 業 ・
サー ビス業 については,従 業員5人 未満 を基準 と した.中 小企業庁編,前 掲書,に よる。
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第1表 業種甥の中小企業所数(非 一次産業)

(437:)97

(単位:%.〕

事業所数 鉱 業 建設業 製造業 商 業 金融保険
不動産

運輸
通信業

電気ガス
水道

サ ー ビ
.ス業

台湾 97.9 98.3 98.8 98:2 97.9 89.8 97.9 95・3 99.o

日本 98.9 99.8 99.9 99.4 99.】 99.9 99.6 97.3 97.7

注;令 事業所では,台 湾は全体企業,r本 は民営企業.

出所:経 済部 巾小企 業処編印 「中華民国 巾小企業 白庫書J1996W ,お よび中小企業庁編 「平成
工D年版 中小企業 白書』1998年 。

第2表 業種別の巾小企業従.業者数(非 一次産業)
(単位=%)

従業者数 鉱 業 建設業 製造業 商 業 金融保険
不動産

運輸
通信業

電気ガス
水道

サ ー ビ
ス業.

台湾 77,5. 75.〔 〉 97.2 8$・5 94.2 .44.4 62.1 51.6 52.8
日本 77.6 91.4 95.7 74.1 .83.2 88.1 87.6 71.2 61.2

出所:第1表 と同 じ,

企業 と りわ け官営企 業が多い金融 ・保険 ・不動産お よび電気 ・ガ.ス ・水道
,の

分野では,中 小企業 が占める割合が 日本 と比べて明瞭に低 い。

また,製 造業 の出荷額 および付 加価 値生産額 に中小企業が 占める割 合をみ る

と,台 湾の中小 企業は出荷額が51 .6%,付 加価 値が50.2%と な ってい るUl)。日

本 の中小企業 はそれぞれ51.0%.55.2%を.占 めている1D。.この よ うに
,事 業所

数 においてわずかの割合 にす ぎない大企業が大 きな比率 を占める反面 ,双 方 と

も中小企業 の占める割合 も過半数 を上回 ってい る。

ところで,日 本で しば しば問題 とされ る大企業 と中小企業の格差 問題 は台湾

に もないわ けで はない。第3表 のよ うに,日 本 と比べて台湾の方は労働 生産性'

と資.本装 備率 においては格差が大 きいが ,逆 に賃金では小 さい ことが分 かる。

ほかに,台 湾 では主要産業 の企業が ,産 業分野を こえた 「企業集 団」 を形成す

るとい う事例 は見 られ ない。同時に,個 々の企業 の独立性が高 く,ま た創業者

エの 経済部工業統計調 査聯繋小組編 印 「中華民国台 閾地区,工 業統計調査報告』1995年,に よる。
1D通 商産業省 『..L業統計劃(平 成 δ年版) ,1998年 に よる。
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第3表 中小企業と大企業の格差(製 造業)

(大企業を100とした場合〕

..

労働生産性 資本装備率 賃 金

台湾
囁

46.1. 40.1 63..7

日本 48.2 60.9 62.9

注1):工 場 ベース。

2)=労 働 生産性 罵年間付加価値額 ÷従業者数

3〕;資 本装 備率 一有形 固定資産 ÷従業者数

4):賃 金=現 金給与総額 ÷従業者数

資料:経 済部L業 統 計調査聯 繋小組編印 『中華民国台閾地 区,工 業統 計調

査報 告』1995年,お よび通 商 産業省 「「業統計 表」 〔平 成8年 版〕

1998年,に よる.

とその家族 の役割 も低いので,韓 国や 日本 と比べ て財 閥的色彩が弱い と指摘さ

れ てい る1%し か し,次 に示す よ うに,大 企業 の台湾経済 に占め る地位 は決 し

て低いわ けではない。

すなわち,1997年 の売.L高 で は,製 造業で は20大 民営企業 が全体 の20 .3銘,

10大 公 営企 業が全体 の11.8%を,ま た ,サ ー ビス業では10大 民営企業が全体の

15.4%,ユ0大 公営企業が全体 の22.4鰺 を,さ らに金融業で ば10大 金融企 業が全

体の53.7%を 占 めていたB}。 また,純 利益 におい て も,官 営企業 は高い収益性

を もってお り,製 造業で は1社,サ ー ビス業で は3社 ,そ して金融業では3社

が,そ れ ぞれ ランキ ングの.ヒ位5位 以 内 にあ った。 ち なみ に,1⑪0大 企 業 グ

ループの売上高の総額はGNPの56 .1%を 占 めてお り,そ の内,L位10大 企 業

グルー プは24,1%を 占 めていだ%

一

2中 小企業の構造

第4表 が示すように,事 業所数の全体のうち,従 業員19人 以下の零細企業が

占める割合は日本 ・台湾とも7割 以上と高い。それに次 ぐのは従業員20～99人

12)新 保 博彦 『世 界経 済 シ ス テ ム の展 開 と多 国 籍 企 業」 ミネ ル ヴ ァ書 房
、1998年,224ペ ー ジ。

13)全 体 とい うの は,製 造 業 は1000大 企 業 で,サ ー ビス業 は500大 企 業 で
,金 融 業 は100大 企 業 で あ

る 。 資料 はr天 下 雑 誌.一1000大 特 刊』 天 下雑 誌 社,1998年6月,に よ る。

14)「 台 湾総 覧 」 台 湾 研 究 所,1998年,668ペ ー ジ。



台湾における中小企業政策の展開方向

第4表 規模別にみた事業所数と従業者数(製 造業)

(439)99

国 台 湾 [本

区

分

年代別 1985年 1995年 1986年 1996年

硯模別 実数 実数 % 実数 % 実数 %

事
業

所

数

19入 以 下

20-99人

100-!99人

200…299人

300人 以.L

39,399

15,173

2,139

596

942

%

6ア.5

26.0

. 3.7

12

1.6

58,498

20,266

1,886

567

ア己5

71.4

24.7

2.3

0.ア

0.9

334,193

86,514

8,963

2,601

3,739

76.6

19.呂

2.1

0.6

⑪.9

273234
,

80,991

91099

2,622

3,666

73.9

21.9

2.5

0.7

1.0

合 計 58,349 100.0 81,982 100.0 436,009 100.O 369,612 100.O

従

業

者

数

19人 以 下

20-99人

100-199人

2DO辺99人

300人 以 上

296,005

631,679

296,232

171,168

614197ア

.14.7

31.1

14.巳

8.5

30.6

437,632

790,652

2541754

137,183

540,307

20.3

ヨ6.6

11.8

6.3

25.0

2,683,589

3,331,450

1,226,758

627,350

3,023,354

24.6

ヨ0.6

11.s

5.7

27.8

2,235,3&7

3、王52,220

1,245,642

632,904

2,837,131

22.1

3ユ.2

12.3

6.5

28.1

.

r....

合 計 2,010,ユ 王1 100.0 160,528 loo.o 10,892,501 100.0 10,103,284 100.0

注:]「場ベース。

資料:経 済部工業統計調査聯繋小組編印r中 華民国台閾地区,工 業統計調査区報告11990年,
1995年,お よび通商産業省 『工業統計表」.(昭和60一63年版),1989年,.通 商産業省r工 業統

計表∫(平成8年 版).1998年 。

の企業 であ り,19人 以 下 と合計 す ると95%を 超 えてい る。 また,従 業者数は半

分 以上が99人 以下 の企業 に,25%以 上 が300人 以 上の大企業 に集 中 してい る.

したが って,台 湾 も日本 も同様 に零細企業が多 く,従 業者の約 半数が小企業に

属 してお り,小 規模 ・零細性 とい う特徴 を物語 ってい る。

と
、ころが,規 模 別構 成の変化 につ いて は,台 湾では,1985年 か ら95年 ま での

10年 間 に,19人 以 下の零細企業 の所数お よび従業員数は絶対 数 も構成比 も増加

した。一.一方,300人 以 上の大企業 の事業所 数お よび従業員数 は絶対 数 も構成比

も減少 した。反面,日 本で は,1986年 か ら96年 ま での10年 間 に,19人 以 下 の零

細 企業 の所数 および従業.員数 は絶対数 も構成比 も減少 してお り,300人 以 上の

大企業 の所数 および従業員数は絶対数では減少 しているが,構 成比では増加 し

ている。



ド

100(440〕 第165巻 第5・6号

なぜ,零 細企業の数が多 く従業者数 も多 くは小企業 に分布 して いるのか。 ま

た,近 年,日 本では零細企業が減少 しつつ あるのに,な ぜ台湾で は増加 しつつ

あるのか、 これ らについては中小企業 に関す る台湾 と日本の産業構造お よび企

業 間関係の違い によって説明で きる。

日本で は,戦 後の復 興期において中小企業 は輸出工業の中核 であ り,19551E

に は中小工業製品は総輸 出額 の52%を 占め ていた。 しか し,高 度 成長期 に入る

とと もに,lll小 企 業 製品の輸 出は,1960年 の56.9%を 頂 点に してそれ以後急速

に低下 しは じめた15)。日本経 済の担 い.手は重化学工業部門へ移行 した のであ り,

大 企業が輸出の役割 を果 たす ようになった。現在 では,中 小企業 の製品の大部

分は大企業製品の一部 に組み込 まれ,間 接 輸出 とい う形態 に転換 して いる。 こ

うした分業 関係 においては,中 小企業の多 くが大企 業の ド請企業 となって,大

企 業の コス トダウ ンや資本の節約,景 気変動 の安全 かな どの役割 を担 うように

な ってい る。「..ド請 ・系列」 の分業関係 こそが 日本経 済の高い生産性 と効率性

の源泉 であると も言われて きた。他方,零 細企業 の増加 も大企業の下請 や臨時

工 の形態 によ り組込 まれてい る、,この ことが,日 本 にお ける労働者 の大企業へ

の集 中度 を他の先進国 と比べて相対 的に低 くさせてい る11)。

しか し,そ うした 日本の下請取 引関係 はユ985年 秋 の プラザ合意以 降,円 高 の

進行 と同時 に流動化 す るようにな った。 とりわ け大企業 の生産 ・調達の海外移

転 によって,国 内の中小企業 に対す る需要が減少 しは じめた。 その結果,体 質

が弱い零細.企業 の淘 汰が急速 に進行 し出 したのであ る1%

反 面,台 湾は 「国際加工基地」であ って,主 役 である中小企業 は軽工業の加

工 を中心に して国際分業体制 に組み込 まれ,世.界 の産業構造の変化 に応 じて 自.

ら成長 し,そ の数 を増加 させて きた1冒〕。1989年 に 台湾元 を対 ドル比50%も 大 幅

15)藤 井茂r*出 中小企業」千倉書房,1980年,12ぺ ・一ジゥ

16)加 藤誠一 『中小企業の国際比.較」東 洋経済新報社.玉967年,第2章 、.

iの 中小企業庁編,前 掲書,87一 玲0べ 一.ジ。

1の たとえば.1960年 代においては食品加工品や紡績製品が,70年 代 には紡 績製品や電器電子製品

が,80年 代には化学原料 とグ ラステ ックス製 品が,い ずれ も代表的な輸 出品であった.
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に切 り.ヒげ られた ことも事業所数 を増加 させた。

た とえば,1990年 か ら95年 の 間に製造業の事業所数 は5 ,039増 加 した。その

うち,300人 以 上の企 業数 は減少 したのに対 して ,19人 以 下の企業 は4,555増 加

した。増加 した事業所の9割 以上 は零細企業であ り,.ま た業種は金属 製品,電

子機械 などで,い ずれ も現在 の台湾の主な輸出製品の分野 とな っている19,。

また,.統 計 によれ ば,中 小企業の売..L高 に占め る輸出比率 は ,1970年 代 で は

年平均54鮨 以上。1980年 代 では年平均64%以 上 となってい る助。輸出業務 につ

いては,台 湾 には大型商社が少ないため ,中 小企業 はR本 商社 を利用す るか,

あ るい は自らが製品を直接輸 出する隼率が高 い。輸出全体 に占め る中小企業 の

直接輸出比率は1982年 の69.7%を ピークに して減少 しつつあ るが ,1996年 で も

49.8%を 占 めている21}。

以 上,台 湾の経済成長 にお ける中小企業 の重 要性 は明 らかであ る。 こう して,

台 湾め中小企業 は日本のそれ と同 じ小規模 ・零細性 とい う特徴 を持 ってい るが,

同時 にまた,日 本の中小企業 にはない.高い自由度 と輸出市場 にお ける確 固たる

存立基盤 を持 ってい るので ある。

IV中 小企業問題

台 湾 の 中 小 企 業 は 国 際 競 争 に 強 い イ メ ー ジ で 描 か れ て き た が,実 際 に は ,そ

れ は 数 多 くの 中 小 企 業 の 絶 え ざ る 新 陳 代 謝 「多 産 多 死 」 に よ っ て も た ら さ れ た

結 果 で あ るへ そ の 上,前 述 し た よ う に,台 湾 で は ,.中 小 企 業 は 単 な る 民 間 大

企 業 と の 対 置 関 係.だ け で な く,官 営 大 企 業 と の 利 害 関 係 の 中 に も置 か れ て い る 。

い わ ゆ る 「中 小.企.業 問 題 」 は ,台 湾 で は よ り複 雑 な 様 相 を 示 して い る 。 こ こ で

19)経 済部L業 統計調査聯繋小組編 印r中 華民国台閾地区,工 業統計調査 報告」1990年 および1995

年に より計算。

20)呉 患林他 『中小 企業的国境与 因応 及其 与開発 工業用地的 関連性」 渤海堂文 化公司,1993年,
490ペ ー ジD

2D中 小企業処編印,前 掲香,402ベ ージ.

22)中 小企業 の経営継続期間について見る と,5年 未満 は全体の42%,5-10年 は21%,10-20年 は
27%.20年 以上 は・1割以下である。 このことか ら,そ れ らの競争が きわめて激 しい ことが分 かる。

行政院新聞局編,前 掲 書,748ベ ー ジ。
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は中小企業 の金融お よび労働 問題 を取 り上 げてみよ う。

1中 小企業の金融問題

台湾の金融市場 にはいわゆる制度金融と制度外金融 という 「金融の「重構

造」が存在している。制度金融においては,官 営企業相手の政府系銀行が優越

的な地位を持つのに対 して,民 間金融機関は中小企業銀行 と信用合作社に限ら

れ,社 会の底辺に位置付けられてきた。た とえば,1964年 から89年の間に,官

営企業は必要とした融資額の97.5%を 調達することができたのに対 して,民 間

企業は63.7%し か調達できなかった23〕。また,制 度金融においては民間大企業

が中小企業より優先されるため,中 小企業はそもそも制度金融か らの資金調達

が困難であった。

中小企業の傘融問題を解決するために,次 のような中小企業向けの金融機関

が設けられている。まず,1976年 か ら相次いで設立された8社 の中小企業銀行

がある。そのうちの1社 は政府系の台湾中小企業銀行であ り,7社 は民間の中

.小企業銀行であった。また,信 用保証機関として 「財団法人中小企業信用保証

基金」が1974年 に,中 小企業の財務体質の健全化を目的とする 「財団法人省属

行庫 中小企業連合指導中心」が1982年 に設置された。さらに,1993年 には,中

小企業投資育成株式会社制度が創設されている。そのほかにも,地 域金融組合

である信用合作社(信 用組合)も 中小企業向けの資金を提供している。

しか し,中 小企業分野へ資金の流れは依然として少ない。1995年 の時点でみ

ると,中 小企業向け融資は全国総貸出の35.5%を 占めるにすぎない躍%そ のう

ち,華 南 ・第一 ・彰化の三商業銀行をはじめとする一般銀行が総貸出の76%を,

8社 の中小企業銀行は24%を 提供 している。また,融 資内容を見ると,中 小企

業への中長期の設備投資資金の提供が少ない。政府系の台湾中小企業銀行以外

の一般銀行および7社 の中小企業銀行は,主 に短期の運転資金の提供を中心 と

23)楊 雅恵他r中 小 企業融資及市場行錆エ渤海堂 文化公司,1993年,38ペ ー ジ。

24)中 小企業処編印,前 掲書,121ペ ージD
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している。

台湾の中小企業は財務体質が脆弱なもめが多 く,そ れらは融資申請条件に合

わない。 しか し,こ れまでの 「金融の二重構造」のもとで,公 営銀行が民間企

業への融資について保守的かつ厳格な姿勢を取ってきた事実 も無視できない。

実際には,中 小企業だけではな く,あ る程度の営業高をもつ商業会社でも,長

期 ・固定資産が不十分なため,金 融機関か らの融資が難 しいとい う指摘 もあ

る25,。

さらに,中 小企業銀行は実際には規模が小さいため,中 小企業への資金提供

に限界を持 っている。そのことは,中 小企業向け融資の9割 は運転資金で,設

備投資資金は1割 しかないことに現れてお り,中 小企業銀行 としての役割を必

ずしも.1分 に果た していない26}。また,信 用合作社は個人会員制による運営の

ため,融 資規模そのものに限界がある。保証制度では,保 証機関としての 「財

団法人中小企業信用保証基金」は実際に企業に接触せず,保 証業務が金融機関

を通 じて行われているOそ の.L,保 証債務の再保険制度が完備 していないため,

代位弁済もしない。そこで,中 小企業は信用保証を受ける前に,ま ず金融機関

の厳しい審査を受けざるを得ない。信用保証が得 られても金融機関に担保物の

提出を要求される場合が多い。一方,中 小企業が銀行か ら融資を受けられるよ

うに,中 小企業に対 して指導を行 う 「財団法人省属行庫中.小企業連合指導中

心」は銀行や保証基金といった援助基盤を十分に持たないため;同 機関の指導

を受けても,.融資 ・保証を受けられるわけではない。.

これまで台湾の中小企業はヤ ミの金融機関を利用 して金融の二重構造に適応

してきた。 したがって,中 小企業金融問題は存在 しているものの,労 働集約経

営を中心 とした環境の中で,そ れほど問題は顕在化しなかった。 しか し,1992

年以降,制 度金融における商業銀行の民営化が可能となった中で,今 日,新 し

25)同.ヒ,120ベ ー ジ。

26)1990年 の時 点 で は,民 営 金 融 機 関 ぽ公 営 金 融 機 関 の資 産 の19 .砺,支 店 数 の38.9%に す ぎな

か った 。 楊 雅 恵 他.前 掲 書,44ペ ー ジ。
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い変化に直面 しつつある.金 融自由化や民営化は,新 たな政商資本の生成と膨

張をもたらし,新 しい金融支配勢力を形成させて,中 小企業の経営を一層苦 し

くするだけである,と いう指摘 もある廟。実際にも,.金融市場での激 しい競争

が進む中で,】998年 には中小企業銀行3社 が商業銀行 に転換 し,い くつかの信

用合作社 も営業停止や合併の対象となった。

2中 小企業の労働問題

台湾で は,賃 金の上昇,労 働価値観 の変化,そ して若年労働 力の不 足な どに

よって,か つての低廉豊富 な労働力,安 定 した労使 関係 ,高 度の輸 出指 向など

の比較優位性 をすで に失 って しまってい る。 こうした傾 向は輸 出.市場 を相手 に

す る中小企業 にとって最 も深刻である、中小企 業が競争力 を持 っていた製造業

部 門 は.す で に労働力 不足 の 問題 に よって,GDPに 占 め る比 率 は1986年 の

39.4%か ら95年 の28.0%に ま で急速 に低下 した2刷。

労働 力不足 につ いてみ ると,製 造業全体 の不 足率 は8.3%で あ った ,そ れ を

規 模別でみ る と,300人 以 上 の企業は3.0%,100-299人 の 企業 は6 .1%,30-

99人 の 企業 は8,6%,そ して29人 以 下の企業 は36 .璃 と,規 模 が小 さ くな るほ

ど高 くなっているZ㌔ また ,不 足の内容 は,大 企業 は専門 ・技術 の人材不足で

あ り,中 小企業 は生産 ・操作 の人材不足であ る。現在 ,労 働力不足 の対策 とし

て,.大 企業 は主 に生産 の自動化 を目指 している。 これ に対 して,.中 小企業は資

金 ・技術 な どの制約 のため賃金上昇を主 な手段 としてい る。 ところが ,中 小 企

業 の賃金 ぽ大企業 に比 べてそ もそ も.低いた}う,労 働力の確保は決 して簡単では

ない。

た とえば口行政 院主計処 の調査 によれば.1995年 で は,中 小企業 の従業員 の

平均 月給 はNT28,274元 で,前 年 よ り4.3%上 昇 したが ,大 企業 のNT40,758

27)徐 照彦 「金 融 ・財政 開発独 裁の 陰影」(隅 谷三喜 男他 『台湾 の糧済」 東京大 学出版 会,
1992年 〕第4章 。

28)孫 震 「我国未来経 済発展方 向」 〔行政院経済建設委員 会 『自由中国之工業」1996年5月) .
29>黄 宝 祚 「台湾中小企業投資環境与投資動向之研 究jr台 湾銀行季刊』 第44巻 第2期

,1993年.
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元 に比べ るとはるかに低 い。 また,中 小企業の平均月給 については,第 二次産

業 において大企 業の平均 の76,1%で あ り,第 三次産業において も大企業の平均

の63.3%に しかす ぎない。

このよ うに,低 賃金 と長時間労働 を利用 して きた台湾 の中小企業は
,労 働力

の確保 と生産技術の高度化 が重要な課題 となってい る。一般 的にいえば
,中 小

企業は賃金や規模 な どの制約 によって,人 材確 保や人材 育成 力が不足 している。.

しか し,次 のよ うな要因で台湾 の中小 企業 は自らの解決 能力 を超 えた労働問題

に直面 している。

まず,従 業.員の流動率が高い ことである。有能 な人材 ほど企 業 を辞 めて 自ら

会社 を設立 ・経営 しようとす る独立志 向が.強い ため,企 業 規模 を問わず従業員

の流動率は高い。 この ことは,す で に長期雇 用 を前提 と した熟練形成や経験の

蓄積に大 きな制 約 となってい る。 よ り詳 し くみ ると,ユ995年 の月平均の入 ・離

職率は,製 造業 における大企業は6.4%で,中 小企業の5.2%よ り も.高い。また ,

工 業部 門は5.5%で,サ ー ビス部門の4 ,7%よ り も高い30,。他 方,製 造業 におけ

る民営企業 の労働者 の勤続期 間をみる と,100人 以 下の中小 企業で は,勤 続期

間5年 以下 の従 業員が73.6%を 占 めてお り,10年 以 上の勤続者 は9 .2%に す ぎ

ない。 これ に対 して.,100人 以 上 の大企業 で も,5年 以下 の勤続 者 は62.3%,

ユ.0年腿 ヒの勤続者 は18.8%と な ってい る3㌔ このよ うに,大 企業で も中小企業

で も流動率が高い。 しか し,労 働需給が逼迫 して くると,大 企 業は中小企業 に

比べて高い賃金およびよ り良い雇用条件 を提供す ることがで きるため,良 質 な

労働 力を確保 する ことがで きる。

もう.つ は,中 小企業 は労使 関係 の変化や労働運動か ら受 ける影響 が大 きい

ことで ある。台湾で は,長 期 間 にわた って,い わ ゆる 「開発独裁 」による恩情

主義 の抑圧 の もとで労使 関係が安定 して きた鋤。 しか し,政 治面や社会面での

鋤 中小企業 処編 印,前 掲書,91ペ ー.ジ。

3:D張 硅佳 ・高 人龍 「台湾 中小企業 水力資源 分析及因 応策略」 「台湾銀行 季刊1第48巻 第2期 ,
1997年 。

32〕 隅谷三喜男 「労働一...低賃金構造 の秘密」 〔隅谷三朝.他 前掲昏)第3章
。
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民主化が進む中で,し だい.に労働意識が強 くなって きた。 とくに,1987年 に戒

厳令が解除 されて以降,自 主 的な労働運動が広範 に展開 されつつ あ り,労 働争

議 の件 数 および参加人 数は と もに激 増 した。1997年 に は,労 働 争議 の件 数 は

2,600件 とな り,参 加人員 は8万 人を超えてい る。そ の内容 は,労 働契 約 と賃

金 を め ぐる争 議 が 最 も多い。 業種 別 で み る と,製 造業 は1、492件 で 全体 の

57,4%を 占 めてお り,運 輸通信 業 は270件 で あ った。 また,争 議発 生企 業 の規

模をみ ると,1989年 に は50人 以Lの 企業が全体 の半数を占めていたのに対 して,

97年 に は49人 以 ドの企業がL829件 で,全 体の70.4%を 占 めるよ うになってい

る。ちなみ に,500人 以 上 の企業 は140件 で あ っだ ㌔ 製造 業で規模 が小 さい企

業での労働 争議 が.しだいに増加 してい ることが明 らかで ある。

こう して,中 小企業 の労働問題 は深刻化 してお り,社 会問題 ともなってい る。

労働 力不足 の問題 に対 して,政 府 はすでに労働 力輸 入や職業 訓練,人 材育成な

どの手段 を講 じは じめている。 しか し,制 度面 が十分 に整備 され てい ないため,

利 用で きる中小企業 は少 ない と言わな ければな らない。労働力輸 入が可能であ

る とい って も,そ の条件 と能力を持 ってい るのは大企業だ けであ る。

V中 小企業政策の展開

1中 小企業庁の成立

中小企業が台湾で と くに発展 したのは,文 化 的背景や労働 集約型産業 な どの

理 由以外 に,政 府 による 連 の政策 と制度改革 に恵 章れた点 も無視 で きない。

とくに,経 済発展初期 には,貿 易 ・為替制度 の改革,外 資誘致,輸 出戻 し制度,

輸 出加工 区の開設,投 資奨励措置 な どが中小企業の発展 に大 きな役割 を果 た し

た。 そ うした環境の中で,輸 出振興政策 に応 じて,初 めて中小企業 の指導機 関

として,1964年 に 「中小企業輔導工作小組」が設立 された。 また,石 油危機 を

契機 に,1974年 には信 用保 証制度が制定 され,電 子産業へ進出を 口的 として,

中小企業 に対 して 自動化 に関す る指導 などを行いは じめた。

33)行 政院新聞局緬,前 掲書,1207ペ ージ。
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しかしながら,実 際にほ,中 小企業に関する施策は重要視されなかった。と
くに,中 小企業の専門指導機関は設けられたものの

,そ の所属部会の変遷に

よってその内容ぱ何度 も変更され,一 時的なものばか りであった隅。政策の対

象駐 に中小製造業に限・て蓮 点的に指導を行 うことであ。た。しかし,実

際には・企業規模の制約によ・て援助橡 から除外され蝿 のも多 く政 府の

中小企業への保護育成策は不.卜分であった。

1970年代の末から摩業の高度化 を目的として
,「戦略性.[業 」(機械工業 ・輸

送機器 ・電機機器.・情報産業)の 促進や,198⑪ 年の 「新竹科学工業団地」の開

設などが行われた。同時に,「過小過多」「過当競争」である中小企業は産業の.

高度化に大 きな障害を期す とされたたあ,整 理再編や指導も開始された。1982

年に中小企業指導官庁 として経済音陣 ・∫・企穀 似 下沖 小企業庁)カ ・設立さ

れた諒 た政 府職 略性工業の促進,そ して中小蝶 の鯉 再鞭 目的に,
1捌 年に 「中心衛星]場 制度」を発足させた洞 制度は日本の.儲 .靭Uの 理

念にもとづいて,中 小企業を大企業の体系内に組み込み
,大 企業による中小企

業の整理や指導脅求めようとしたものであった。

中小蝶 庁の指導の下では.製 造業の全体的な・ベルア 。プに重点がおかれ.

た。とくに.融 資面では電機 ・電子を.含む工業の高度化を主眼としていること

が騨 である・中心衛星工稠 度のスター トに合わせで沖 小蝶 が姪 業
の

鯉]:場 となるための・.企業診断や経営チ旨導測 務鋤 などが展開されはじめ

た。 しか し,同 制度は必ず しも企業側 とりわけ大企業に..卜分に受け入れられな

かった。自動車産業や鉄鋼産業においてほ,比 較的に 「中衛体系」の形成が進

んでい.るが,中 心工場による衛星工場の管理面や技術面での指導には限界があ

り,期 待された緊密な企業間関係はまだ十分に形成されていない細
。中衛体系制

度は,後 の 「中小企業発展条例」において,よ り多くの中小企業が政策の対象に

3の灘 鰻1難ll謙 鰹 騨 翻 劣鵬

.35}高 醤 「台湾の 中'楠 星瑚 制捜 」r経 済論叢』 第・61巻第5 ・6号,、998年5 ・6月 。.
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含 まれ るように,こ れ までの垂直的統合政策か ら水平的合併,あ るいはネ ッ ト

ワーク型 の企業間関係へ と広 げられることにな った。台湾 における中小企業政策

の本格 的な展 開は,「 中小企業発展条例」が制定 されてか らの ことになってい く.

2中 小企業発展条例の内容

「中小企業発展条例」は1991年2月 に制定された。それが従来の中小企業政

策 と異なるのは,中 小企業発展基金の設置,地 方を含めた中小企業の指導体系

の確立,そ して小規模企業に対す る指導などを含んでいる点であった。また,

同法の成立によって,中 小企業政策の施行に関する重要事項を調査審議する

「中小企業審議会」が設けられ,中 小企業施策の報告書 として 「中小企業白

書』が発表されることとなった。.

同法の目標は,中 小企業の経営環境を改善 し,そ れらの相互協力を推進 し,

自主成長を指導 して健全な発展を促進することである(第1条 〉。こうした目.

標を達成するため,政 府は,D市 場の調査および開発,2)経 営合理化の促進,

3)相 互協力の促進,4)生 産要素と技術の取得 と確保,5)人 材養成 などに

ついて指導 ・奨励を行わなければならない(第4条)。 このう.ち,相 互協力の

促進は同法における最 も重要な施策であった。つまり,中 小企業に対 して,業

界の垂直合併および中衛体系制度の拡大,業.界 の水平.合併および共同生産販売

の確立 と拡大,互 助基金または協力事業の設立,技 術協力.および共通技術の開

発,共 同設備の購入と販売拠点の設立,な どを促進することである(第7条)。 .

このように,同 法による政策は,系 列化,合 併,協 業化,共 同化.などを通じて,

規模の利益や中小企業の再編 ・整理を求めようとしている。

.中小企業発展条例によって次のような政策が展開しはじめた。.すなわち,中

小.企業の官.公需からの受注機会の確保,中 小企業の協同組合制度の誕生を促す

「中小企業合作会法草案」,異業種交流政策,中 小企業育成株式会社,中 小企

業への1⑪指導体系の確立細,中 小企業サービ.スセンタ.一の設立,な どである5

3の 中小企業に対す る10指 導体系 とは,経 営管理,情 報管理,財 務融通,研 究 開発,生 産技術,/
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政 府 の具体的 な指導手法は。主に企 業診 断 講習 会,研 究機関 との タイアップ,

融 資 などによる指導である。指 導機 関と しては,中 小 企業庁を中心 として,.中

央で は工業局や貿易局 な ど,地 方で は省 ・市 ・県政府 であ るが ,実 際 には民 間

組織団体 が指 導機 関 と.して幅広 く活動 してい る。 これ らの指導機関 ,つ ま り,

全 国の金 融機 関や大学 の研究所,食 品..i:.業発 展研究所 ,工 業技術研 究院,中 国

生産力 セ ンターなどは,政 府の権限が発揮で きないこ ともあ るため
,ど れほ ど

実際 的な指導 を行 うことがで きるかが政策効果の試金石 とな ってい る。

3中 小企業政策の特徴と問題点

こμまで見てきたように,中 小企業問題の解決策 として重要視されているの

は,中 小企業発展条例 に見 られるように,企 業間協力の促進である。この理念

は.1970年 代の企業合併,そ して80年代の企業系列政策が変化 してき.たもので

あ り.,その内容はあくまで.も大企業を中心とした規模利益追求型の政策であっ.

た。換言すれば,企 業の吸収 ・合併による垂直統合や円本型の下請生産システ

ムのような企業間関係を求.めようとしているのである。その背景には,,k企 業

と中小企業の間にこれまで有機的な関係がなかったこ.とから,産 業組織や企業

構造における両極化体制を是正 しようとする意図がある。同時に,企 業の大型

化による産業の高度化をも求めようとしている。したがって,中 小企業政策は

常に規模の経済性の実現を中小企業に求め,と ミに,大 企業による中小企業の

再編 ・整理がその目的となっている。

近年,労 働集約的な生産を中心 とする中小企業は,厳 しい競争環境の中で し

だいに国内市場を目標 とせざるを得な くなってい.る。 これに対 して大企業は比

較的に輸出市場に競争力を見せはじめた。今後の台湾経済は,中 小企業がその

加工能力を生か し,大 企業が研究開発に努めるとい う.分業体制が大きな意味を

持つこ≒になろう。しかしなが ら,大 企業を中心とする規模の経済性を求めよ

うとして,企 業協力を促進させながら,中 小企業への指導 ・援助を行うのには,

＼.1:業安全,販売,汚染防止,.品質管理および企業協力である、
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い くつかの問題点がある。

第1に,多 く指摘 されて きたよ うに,台 湾の 中小 企業は大 企業 と協力す る も

のの,系 列化されずに独 立独歩 を維持 し,異 業種あ るいは同業種 が集 まって,

多 種多様の分業体制 を形成 して,信 頼関係 による離 合集散 を繰 り返 してきた。

それ らは,人 間関係 を最大限 に活用 して資金の調達や情報交換 な どを行い,個

別にみれば技術 的 ・資金的 に脆弱 な中小企 業が,.企 業 間の密接 な取引関係 を通

じて相 互補完 的な分業体制 を構築 して きた歴 史で あった。一方,こ の人間関係

ネ ッ トワー クおよび緩やか な組織構造 は台湾 の企 業集 団に も.般 的に見 られ

る3%1970年 代 の台湾 に成長 して きた企業集団 は韓国 の財閥の よ うに政府 の庇

護 と援助 を受 けることはなか った。 それ らはオーナー経営者 の支配 を中心 とし

て,親 族 ・姻親 ・同郷 関係 な ど種 々の人間関係 を通 じて,限 られ た資源 を持 ち.

寄 って.発展 して きた。台湾 の企業集団 は,実 際 には人 と企業が さまざまな形 に

よって結ばれたパー トナー シップの企 業連 合である ≧いえる。 さ ら}と,機 会が

あれば,い つで も他 の企業集団 とρ提携 関係 を結 ぼ うとしてい る。 この ように ,

人 間関係 ネ ットワークと,そ して開かれた企業 間関係が,ま さに台湾の企業間

関係 の特徴で ある。大企業で も中小企業で も,す で に自らの柔軟性 および効 率

性 を発展 させて きたため,政 策 的に企業 間協力,と りわけ大企 業を中心 とす る

.協力関係 を促 進 させ ようとする ことは台湾の企業間関係 には必 ず しも適合 的で

はない と言 えよう。

第2に,中 小企業 間にすで に形成 されて きた効 率的なネ ッ トワーク分業体制

の存在 が無視 され る ことになってい る。大企 業体 制を成立 させ るた めの重化学

工業や大量生産工業が まだ十分 に確 立されていない台湾で は,ア メ リカの よう

な垂 直統合,日 本の ような下請 ・系列 システムは脆弱 なものの ,反 面では一.一部

に大企業 と中小企業 との ネ ットワーク分業体制が形成 されてい る。現在 ,得 意

分野 となってい るパー ソナル ・コ ンピュータおよびその周辺機 器産業がその成 』

37)沼 崎 一 郎 「台 南 需"バ ナ ナ 型"ビ ジ ネ ス ・グ ル ー プの 生 成 と展 開一.」 『ア ジ ア経 済 」 第

33巻 第7号.1992年7月 。
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功 例 であ るユ㌔ 中小企業 は激 しい競争 の中で,緊 密 な企 業間分 業 を展 開 しなが

ら,ラ.イ フサ.イクルが短い この産業に迅速 に対応 している。台湾 の.一部の大手

メー.カーが世.界的 な地位 を築 くことがで きたのは,多 くの中小企 業か らの安価

な製 品 ・関連部品の調達 をμ∫能に し,そ れ らによって支 えられてい るか らに他

ならない。

また,多 品種少量生産や情報化,あ るい は市場 変化,技 術変化 に迅速 に対応

で きる柔軟性 を持つ のはネ ッ トワーク型の分業体制であ ると指摘 され ている鋤。

台湾 は,.と くに,経 済発展 の方向 と して,「 アジア ・太平洋 オペ レー シ ョンセ

ンター構想」 を打 ち出 してお り,製 造業,海 運.通 信 ,金 融,メ デ ィア,空 運

の6産 業分野 について,国 際サー ビス産業 に特.化 してい こうと している。 この

計画 に柔軟 に対応 で きるのは,台 湾独 自の企業間分業体制があ るか らであろ う。

第3に,中 小企業 は市場 における活力の源泉で,台 湾経 済の活性化 に不可欠

であ るとい うことが十分 に評価 されていない。た しかに ,台 湾 の中小企業 は増

加 しつつ あ り,企 業家精神 に も溢れてい るとこれまで.も.取り.ヒげられ てきた。.

しか しなが ら,厳 しい経営環境の中で,今 後 も台湾の中小企業 は増大 してい く

のか.企 業家精神 も保ち続 けられるのか,と いうことが問題 となる。反面 台

湾 の企業 は比較的単純な加工生 産に従事 しているため,大 企業の52.8%,中 小

企業の54.1%は 自社での研 究開発 は必.要ない と表明 してい ることか ら,企 業 の

大型化が必ず しも研究開発の向上や産業 の高度化 につ なが るわ けで はないゆ。

現在,失 業問題 の解決 をは じめ として,中 小 企業 こそが市場 における活力の源

泉,雇 用創 出の担 い手であ ることは,日 本や 欧米 濠 どで はすで に明 らか にされ

ている。市場活性化のため に中小企 業に対す る支援 を行 うことはそ もそ も市場

経 済の当然 の理念 なのであ る。

38)川 上桃チ 「企業 間分業 と企業 成長 ・産業発展 台湾 パー ソナル ・コ ンビ匹一 夕産業 の事 例

」rア ジア経 済」第39巻 第12号,1998年12月.

39)港 徹雄 「中小企業 と大企業」(清 成忠男他 『中小企業論」 有斐閣,1996年)第2章 。
40)中 小企業処編印.前 掲書,157ペ ー ジ。.



止12(453) 第165巻 第.5・6号

VI結 語

以上見てきたように,近 年,台 湾政府による中小企業の指導は急速に展開 し

は じめた。中小企業発展条例が1991年 に制定されたことによって,中 小企業発

展基金が作られ,地 方を含めた中小企業に対する指導体系 も確立された。中小

企業の 「過小過多」の問題を解決し,大 企業 と中小企業の間に有機的な関係 を

作ろうとして,中 小企業政策は企業間協力の促進を強調 している。 しかし,中

小企業政策にようて従来の企業問関係を変更させ,中 小企業に人企業の補完的

な役割のみを期待 し,中 小企業のネ穿トワーク分業体制による競争力を見逃す

ことは,け っして得策ではない。

一方,倉 湾の中小企業の大部芳は,典 型的な労働集約型の加工業に従事 して

おゆ,小 規模 ・零細性 とい う特徴 を持 っている。中小企業は輸出産業に大きな

役割を果たしてきたが,.中 国や東南 アジア諸国の追い上げで,そ の国際的比較

優位がすでに失われ,輸 出.市場に占めるシェアも大企業に奪われつある。同時

に,政 府の産業高度化政策による制約を嫌って,低 賃金を求めて海外ヘシフト

しつつある。反面,国 内独占化 と金融自由化の進展によって,中 小企業の金融

問題や労働問題などが‡り一層深刻になりつつある。

中小企業問題を解決するには,欧 米や日本など先進国の経験あるいは政策手

段が大いに参考になる。 しか し,異 なる経済 ・政治 ・文化背景および企業間関

係などにより,講 じられる中小企業政策もまたさまざまである.台 湾の場合は,

官営独占体制の下で,こ れまで官営企業が基幹産築や金融産業を支配し,民 間

企業は低賃金労働を中心とした軽工業や周辺産業にしか進出できなかった。そ

の#め,中 小企業とりわけ零細企業が群生 しつつあ り,1970年 代 に登場 しはじ

.めた民間大傘業も国内市場の一部に進出できた ものの,経 営 に不安定 性や不健

全性を残 している。民間企業は零細化 ・小型化を強いられ,家 族企業的経営を

余儀な くされてきたのである。他方では,今 日,官 営企業の経営不振によって,

.重化学工業化やハイテク化の進展が立ち遅れている。中小企業の問題はまさに
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指摘されたように.台 湾経済の基本問題であり,台 湾の経済問題そのもので.も

ある411。

今後,中 小企業は内需産業の生産ヘシフ トせざるを得ず ,大 企業 との分業関

係が進化 していくことが予想される。しかしながら,経 済発展の方向において

は口次のように,中 小企業は依然 として重要な地位 に置かれなければならない
。

まず.経 済改革政策として,官 営企業の民営化が強 く要請されているものの
,

従業員や既得権益者の反対 によって進んでいな.い4㌔こうした官営企業が独占

的地位を占める限 り..台湾経済の国際化 ・自由化,そ して産業構造の高度化は

限界を超えることはで きない。また,21茸 紀の初頭に台湾をアジア ・太平洋地

域のハブ ・センダーへ と成長させ,国 際サービス廠業に特化 しようとする企画

も,効 率の悪い公営部門や中国との政治対立関係,そ して近隣諸国との競争な

どによって必ず しも成功するとは限 らない獅。産業(b高 度化そして経済の持続

的成長を図るためには,日 米先進国からの新たな技術移転 と資本進出が不可欠.

であり,そ うした需要と技術の変化に柔軟に対応するには
,こ れまで以上に中

小企業の存在が欠かせないのである。

現在,台 湾経済は多くの制約を受げているため,経 済活性化のためには中小

企業の育成を第一とする政策理念は生まれていない。 しか し,遅 ればせながら

も中小企業政策を展開するからには,従 来の中小企業め効率な分業体制や旺盛'

な創業精神を維持 し,そ れらを効果的に展開させていくことが重要になってく

る。柔軟なネットワーク分業体制が形成されている台湾において,最 も相応 し

41)劉 鹸 「台湾卿 栓 鯛 題 と国際分業」rア ジア経済』第3。巻筆12号
,、989年 、2月。42磁 壁躍19鰯 灘 劉 蕪 嵩購 錯 灘 難実甥 にな・た・r・騨

43)国 際鍬 セ・ダ の例規 れば.ま ず麟 経営柱 体と拓 鍬 システムは,鹸 金融部門の
発 展 に必 要 な 国 際 化 ・自 由化 ・能率 化 を阻 害 して い る

。 そ の 上,近 隣 に 国 際 金 融 セ ン ター と して,東 京
,香 港 そ して シ ンガ ポ ー ルが す で に存 在 して い る.さ らに,上 海 が 強 い競 争相 手 に も な る。こ う
して,台 北 が 国 際 金 融 セ ン ター と な る こ と は 容 易 で は な い と指 摘 さ れ て い る

。Yi.ChengL
iuandA(,…St…g・ ,``FinancialC・n・ 　 」・ ・h・A・ …・P・ci行 ・R・ ゆ 。、・}、。P,Q,p。,,、f。r

Taip"「'i・ β翻 　 R・'・瞬 妙 ・漁 伽 廠 ・一 刀 面'・ 脚
・ 聯 ・擁_,。d、 .byJimS1。,。r

andRogerStrange,London.NewYork ,Roudedge,1997.
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いのは異業種交流活動であるか も知れ ない。異業種交流活動 を通 じて こそ,個

人企業の多い中小企 業に,人 的交流や情報交換,共 同研 究な どの機会 を提供す

ることがで きる と予想 されるか らであ る。


